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１ 入札説明書の位置付け 
県営明野住宅建替事業（以下「本事業」という。）における入札説明書（以下「入札説明

書」という。）は、大分県（以下「県」という。）が民間資金等の活用による公共施設等の整備

等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき、特定

事業として選定した本事業に対して、令和５年１月 20日付け大分県報により公告した総合評

価一般競争入札（以下「入札」という。）についての説明書である。 

当該入札に係る調達は、ＷＴＯ政府調達協定の対象であり、入札手続きは「大分県一般競争

入札実施要領（ＷＴＯ）」（令和４年１月 24日 公入管第 679 号）及びＰＦＩ法に基づいて実

施する。 

入札説明書に添付する以下の資料は、入札説明書と一体のものとする。（以下「入札説明書

等」という。） 

・県営明野住宅建替事業 要求水準書《建替住宅整備業務、活用予定地事業編》（※） 
・県営明野住宅建替事業 要求水準書《入居者移転支援業務編》（※） 
・県営明野住宅建替事業 落札者決定基準 
・県営明野住宅建替事業 様式集 
・県営明野住宅建替事業 基本協定書（案）（ＳＰＣ用を含む。） 
・県営明野住宅建替事業 事業契約書（案） 

  ※各要求水準書の添付資料を含む。 

なお、入札説明書等は「県営明野住宅建替事業 実施方針」（令和４年 10 月 14 日公表）、

「県営明野住宅建替事業」実施方針に関する質問及び回答」（令和４年10月14日公表）、「県

営明野住宅建替事業 要求水準書（案）《建替住宅整備業務、活用予定地事業編》」（令和４

年 11 月７日公表）、「県営明野住宅建替事業 要求水準書（案）《入居者移転支援業務編》」

（令和４年 11 月７日公表）、「「県営明野住宅建替事業」要求水準書（案）に関する質問及び

回答」（令和４年 11 月７日公表）、「県営明野住宅建替事業落札者決定基準（案）」（令和４

年 12 月９日公表）及び「「県営明野住宅建替事業」落札者決定基準（案）に関する質問及び回

答」（令和４年 12 月９日公表）を反映したものであり、これら既に公表した資料と相違がある

場合は、入札説明書等の内容を優先するものとする。また、入札説明書等に記載のない事項に

ついては、既に公表した資料及び入札説明書等に関する質問及び回答によるものとする。 
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２ 事業の概要 
（１）事業名称 

県営明野住宅建替事業 
 

（２）事業に供される公共施設等の種類 
県営住宅等（付帯施設等を含む） 

 
（３）公共施設等の管理者等の名称 

大分県知事 広瀬 勝貞 

 
（４）事業目的・概要 

明野住宅は、昭和 41 年から昭和 45 年にかけて整備され、建設から 50 年以上が経過して

多くの住棟が更新時期を迎えている。 

そこで、県は、入居者の住環境の向上を目途とした住宅整備及び当該住宅整備に係る財政

負担の軽減の実現を図るため、複数の区画に分散している明野住宅を集約化し、新たな住棟

に建て替える事業を実施する。 

なお、事業実施に当たっては、「大分県公営住宅マスタープラン2020（令和２年５月）」に

掲げる基本目標を踏まえ、『住宅確保要配慮者が安心して入居・生活できる環境の整備』『長

期的に安定した良質な住まいの提供』『地域とつながり共に支え合う暮らし』『適切な管理運

営』の実現を図ることとし、民間活力の導入により民間の知識・ノウハウを活かして時代の

要請に応えた住宅を効率的に整備するものとする。 

また、集約化により創出される土地（以下「活用予定地」という。）については、民間活

力の活用により地域の発展に資する利活用を行うものとする。 

 
（５）事業方式 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき実施するものとし、ＰＦＩ法第８条第１項の規定により特定

事業を実施するものとして選定された事業者（以下「選定事業者」という。）が、明野住宅

を解体撤去し、新たに建替住宅を設計・建設後、県に所有権を移転するいわゆるＢＴ（Build 

Transfer）方式により実施する。 

また、本事業に付随する事業として、選定事業者は「活用予定地事業」を行う。 

 
（６）業務範囲 

選定事業者が行う本事業の業務範囲は次のとおりである。なお、業務範囲の詳細について

は、要求水準書《建替住宅整備業務、活用予定地事業編》及び要求水準書《入居者移転支援業

務編》に示す。 

ア 建替住宅整備業務 

（ア）設計業務 

a 調査業務（測量調査、地質調査、周辺家屋調査、電波障害予測調査、アスベスト事
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前調査等） 

b 既存住宅等の解体撤去設計業務 

c 建替住宅等の基本・実施設計業務 

d その他関連業務（許認可及び建築確認等の手続き等） 

（イ）建設業務 

a 既存住宅等の解体撤去工事業務 

b 建替住宅等の建設工事業務 

c 建替住宅等の引渡業務 

d その他関連業務 

（ウ）工事監理業務 

a 既存住宅の解体撤去工事監理業務 

b 建替住宅の建設工事監理業務 

（エ）交付金申請関連業務 

a 社会資本整備総合交付金交付申請関係書類の作成支援業務 

b 会計実地検査の支援業務 

イ 入居者移転支援業務 

（ア）仮移転支援業務 

a 仮移転説明会の実施業務 

b 仮移転先仲介業務 

c 仮移転確認業務 

d 仮移転料支払い業務 

（イ） 本移転支援業務 

    a 本移転説明会の業務 
b 本移転手続き支援業務 

c 希望住戸の把握業務 

d 住戸抽選会等実施業務 

e 入居説明会の実施業務 

f 内覧会の実施業務 

g 本移転の調整等業務 

h 本移転作業支援業務 

i 本移転確認業務 

j 本移転料支払い業務 

k 仮移転先住宅の退去時営繕業務 

（ウ）交付金申請関連業務 

a 社会資本整備総合交付金交付申請関係書類の作成支援業務 

b 会計実地検査の支援業務 



 

4 

ウ 活用予定地事業 

選定事業者は自らの提案に基づき、活用予定地について県から土地を貸付又は譲渡を受

け、自己の責任及び費用において民間収益施設の整備、運営等を行うものとする。 

 
（７）選定事業者の収入及び負担 

ア 選定事業者の収入 

本事業における選定事業者の収入は、建替住宅整備業務に係る対価（以下「建替住宅整

備費」という。）、入居者移転支援業務に係る対価（以下「移転支援費」という。）から構

成される。 
県は、事業期間中及び事業期間終了後に、選定事業者に対し、特定事業を実施するため

に県及び選定事業者が締結する事業契約に定める額を支払う。 
（ア）建替住宅整備費 

県は、事業期間内において、建替住宅整備業務のうち完了している業務に係る費用及

び各年度末の出来高の 10 分の９以内に相応する額で、事業契約に定める額を選定事業

者に毎年度支払う。 

（イ）移転支援費 

県は、移転者に対する移転料の支払い及び入居者移転支援業務（以下「移転支援業務」

という。）の実績に応じて、県が査定した額を選定事業者に支払う。（実際の支払い回

数・時期については、事業者提案スケジュールを踏まえて、県が決定する。） 

（ウ）活用予定地事業に関する収入 

活用予定地事業に関する収入は、直接、選定事業者の収入とする。 

イ 選定事業者の負担 

選定事業者は、建替住宅整備費及び移転支援費について、県からの支払いがあるまでの

間、負担する。 

また、活用予定地事業に関する費用は、全て選定事業者が負担する。 

 
（８）事業期間 

ア 建替住宅整備業務及び移転支援業務の期間 

建替住宅整備、移転支援業務（以下「本体業務」という。）の事業期間は、事業契約締

結日から令和12 年３月31日までとする。 

イ 活用予定地事業に関する期間 

活用予定地事業に関する事業期間は、下記のとおりとする。 

（ア）活用予定地を借り受ける場合 

借地借家法（平成３年法律第 90 号）に定める一般定期借地権又は事業用定期借地権

とし、選定事業者の提案する期間とする。なお、事業期間の上限は、同法第 22 条に基

づき一般定期借地権の場合は 50 年とし、大分県県有財産規則第 25 条に基づき事業用定

期借地権の場合は 30 年とする。 
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（イ）活用予定地の譲渡を受ける場合 

事業期間は、活用予定地の売買のために別途締結する契約に基づき、活用予定地に設

定する買戻し特約の登記の抹消手続きが完了（10年以上を想定）する日までとし、この

期間内は事業内容の変更及び選定事業者以外の第三者への譲渡を禁止する（やむを得な

い事情により県が承諾した場合を除く）。 

 
（９）事業期間終了時の処理 

事業期間の終了時、選定事業者は、維持管理に必要な書類に関し、以後必要となる書類等

の提出等を行い、当該施設から速やかに退去するものとする。 

 
（10）事業スケジュール 

本事業のスケジュールは以下を想定しているが、具体的なスケジュールは選定事業者の提

案に基づき別途協議するものとし、早期に事業を進める提案は可能とする。 

基本協定の締結 令和５年７月(予定) 

仮契約の締結 令和５年７月(予定) 

事業契約に係る議会議決（本契約締結） 令和５年９月(予定) 

設計期間 令和５年９月(予定)～ 

建設期間 令和６年 10 月(予定)～ 

入居期間 令和７年 10 月(予定)～ 

既存住宅解体撤去期間 令和６年４月(予定)～ 

本体業務に係る事業期間終了 令和 12 年３月 31 日まで 

 
（11）事業の実施に必要と想定される根拠法令等 

本事業を実施するに当たり、遵守すべき法規制及び適用される基準等については、要求水

準書《建替住宅整備業務、活用予定地事業編》及び要求水準書《入居者移転支援業務編》を参

照すること。 

なお、これらに基づく許認可等が必要な場合は、選定事業者がその許認可等を取得するも

のとし、その費用は選定事業者の負担とする。 

また、遵守すべき法規制・適用基準等の内容と要求水準書《建替住宅整備業務、活用予定

地事業編》及び要求水準書《入居者移転支援業務編》の記載内容に齟齬等があるときは、法

規制・適用基準等の内容が優先する（ただし、要求水準書《建替住宅整備業務、活用予定地

事業編》及び要求水準書《入居者移転支援業務編》の記載内容が法規制・適用基準等の内容

を上回るときは、その限度で要求水準書《建替住宅整備業務、活用予定地事業編》及び要求

水準書《入居者移転支援業務編》の記載内容が優先する）ものとし、選定事業者は、自らの

責任において、その齟齬等の有無や内容を精査した上で、事業を実施すること。 
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３ 入札参加者の備えるべき要件等 
（１）入札参加者の構成等 

ア 参加者の構成 

入札参加者は、本事業に係る設計業務に当たる者（以下「設計企業」という。）、建設業

務に当たる者（以下「建設企業」という。）、工事監理業務に当たる者（以下「工事監理企

業」という。）、入居者移転支援業務に当たる者（以下「移転支援企業」という。）、活用予

定地事業に当たる者（以下「活用予定地企業」という。）、その他本事業に必要な業務に当

たる者（以下「その他企業」という。）の各企業（以下「構成企業」という。）により構成

されるグループ（以下「入札参加グループ」という。）とする。ここで建設企業において

は、建築一式工事に従事する者の参加は必須とするが、その他の専門工事（電気工事、管

工事、解体工事等）に従事する者の参加は任意とする。 

イ 代表企業の選定 

（ア） 入札参加者は、構成企業の中から代表企業を定め、資格審査時に明らかにすること。

なお、代表企業は、建設企業のうち建築一式工事に従事する者で結成される共同企業

体の代表者に限るものとする。 

（イ） 代表企業は、本事業に係る資格審査の申請、入札手続き及び落札者となった場合の

契約協議など県との調整・協議等における窓口役を担うほか、本事業に係る業務の全

てについて責任を負うものとする。 

ウ 複数業務の禁止 

構成企業のうち、（２）ア及びイの要件を満たす者は、複数の業務を実施することがで

きるものとする。ただし、建設企業が工事監理企業を兼ねること又は建設企業の関連企業

が工事監理企業となることはできないものとする。なお、ここでいう関連企業とは、資本

面若しくは人事面において関係のある者として、次に掲げる（ア）から（オ）のいずれか

に該当する者をいう。 

（ア） 建設企業の発行済株式総数の 100 分の 50を超える株式を有している者 

（イ） 建設企業の資本総額の 100 分の 50を超える出資をしている者 

（ウ） 建設企業が、発行済株式総数の 100 分の 50 を超える株式を有している者 

（エ） 建設企業が、資本総額の 100 分の 50 を超える出資をしている者 

（オ） 工事監理企業において代表権を有する役員が、建設企業の代表権を有する役員を兼

ねている者 

エ 複数提案の禁止 

入札参加グループの構成企業は、他の入札参加グループの構成企業（以下「他の構成企

業」という。）として重複して入札参加することはできない。 

また、入札参加グループの構成企業は、他の構成企業と資本面若しくは人事面において

次の（ア）から（オ）のいずれかに該当する者でないこととする。 

（ア） 他の構成企業の発行済株式総数の 100 分の 50を超える株式を有している者 
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（イ） 他の構成企業の資本総額の 100 分の 50を超える出資をしている者 

（ウ） 他の構成企業が、発行済株式総数の 100 分の 50 を超える株式を有している者 

（エ） 他の構成企業が、資本総額の 100 分の 50を超える出資をしている者 

（オ） 代表権を有する役員が、他の構成企業の代表権を有する役員を兼ねている者 

オ 構成企業の変更・追加の禁止 

参加表明書の提出後は、原則として入札参加グループの構成企業の変更及び追加は認め

ないものとする。ただし、県がやむを得ないと認めた場合は、県の承認を条件として入札

参加グループの構成企業（ただし、代表企業を除く）の変更・追加ができるものとする。 

 
（２）各業務を行う者の参加資格要件 

ア 構成企業の共通参加資格要件 

構成企業は、次のいずれにも該当しない者とする。 

（ア） ＰＦＩ法第９条に定める欠格事由に該当している者 

（イ） 資格審査申請書類の提出期限の日から落札決定までの期間に、大分県が発注する建

設工事等の契約に係る指名競争入札参加者の資格を有する者に対する指名停止等措置

要領（昭和 60 年大分県告示第 267 号）に基づき、県から指名停止の措置を受けてい

る者 

（ウ） 開札予定日以前３箇月以内に、手形交換所で不渡手形若しくは不渡小切手を出した   

事実又は銀行若しくは主要取引先からの取引停止等を受けた事実がある者 

（エ） 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４の規定に該当する者 

（オ） 大分県が、落札候補者を選定するために設置する学識経験者及び大分県職員から構

成される「県営明野住宅建替事業に伴う事業者選定委員会｣（以下「選定委員会」と

いう。）の委員が属する企業又はその企業と資本面又は人事面において次の a から e

のいずれかに該当する者 

a 委員が属する企業の発行済株式総数の 100 分の 50 を超える株式を有している者 

b 委員が属する企業の資本総額の 100 分の 50 を超える出資をしている者 

c 委員が属する企業が、発行済株式総数の 100 分の 50を超える株式を有している者 

d 委員が属する企業が、資本総額の 100 分の 50を超える出資をしている者 

e 代表権を有する役員が、委員が属する企業の代表権を有する役員を兼ねている者 

（カ） 本事業に関連し、県が委託した下表に示すＰＦＩ関連業務の受託者（以下「ＰＦＩ

関連業務受託者」という。）又はＰＦＩ関連業務受託者と資本面又は人事面において

次の aから e のいずれかに該当する者 
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a ＰＦＩ関連業務受託者の発行済株式総数の 100 分の 50 を超える株式を有している者 

b ＰＦＩ関連業務受託者の資本総額の 100 分の 50を超える出資をしている者 

c ＰＦＩ関連業務受託者が、発行済株式総数の 100 分の 50 を超える株式を有している

者 

d ＰＦＩ関連業務受託者が、資本総額の 100 分の 50 を超える出資をしている者 

e 代表権を有する役員が、ＰＦＩ関連業務受託者の代表権を有する役員を兼ねている

者 

（キ）次のいずれかに該当する者 

a 法人でない者 

b 破産法（平成 16 年法律第 75 号）の規定に基づく破産の申立て、会社更生法（平成

14 年法律第 154 号）の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成 11

年法律第 225 号）の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされている者 

c 役員のうち次のいずれかに該当する者がある法人 

（a） 成年後見人若しくは被補佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われてい

る者 

（b） 破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に

取り扱われている者 

（c） 禁固以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む）に処せられ、その

執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過し

ない者 

(d)  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくな

った日から５年を経過しない者 
(e)  営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が上

記のいずれかに該当する者 
d 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者がその事業活動を支

配する法人 

e その者の親会社等が bから dまでのいずれかに該当する法人 
（ク） 自己若しくは自己の役員等が、次のいずれかに該当する者又は次に掲げる者が、自

己の経営に実質的に関与しているものである者。なお、資格要件確認のため、大分県

警察本部に照会する場合がある。 

a 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団及

び暴力団員（以下「暴力団員等」という。）又は暴力団員等でなくなった日から５年を

PFI 関連業務名 PFI 関連業務の受託者 

令和３年度 建住委第１号 

明野ＰＦＩ等導入可能性調査委託 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 
（東京都千代田区神田錦町三丁目 22 番地） 

令和４年度 住委第１号 

明野住宅建替事業に係るＰＦＩア

ドバイザリー業務 

日本工営都市空間株式会社 

（名古屋市東区東桜二丁目 17番 14 号） 
西脇法律事務所 

（愛知県名古屋市中区錦 1 町目 20番 8号） 
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経過しない者 

b 暴力団員が役員となっている事業者 

c 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者又はその者と下

請契約又は資材若しくは原材料の購入契約等を締結している者 

d 暴力団員等に経済上の利益又は便宜を供与している者 

e 暴力団員等と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に避難される関係

を有している者 

f 暴力団員等であることを知りながらこれらを利用している者 

イ 構成企業の個別参加資格要件 

入札参加グループの構成企業となる者は、上記アの要件の他にそれぞれ次に掲げる資格

要件を満たすこと。 

（ア）設計企業 

設計企業が１者で業務を実施する場合は、次の a～f の要件を全て満たすこと。複数

の設計企業で業務を分担する場合は、統括する設計企業を置くものとする。統括する設

計企業は、次の a～e の要件を満たし、その他の設計企業は、少なくとも a 及び b の要

件を満たすものとし、そのうち１者は併せて f の要件を満たすものとする。 

a 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の登

録を受けていること。 

b 大分県が発注する測量等の契約に係る競争入札に参加する者に必要な資格及び資格

審査の時期等（昭和 60 年大分県告示第 235 号）に基づく建築関係コンサルタント業務

の入札参加資格の認定を受けている者であること。 

c 平成 19 年４月１日以降に工事が完了し引き渡された、次の要件を全て満たす共同住

宅（ワンルームマンションを除く。以下同じ。）の新築又は改築（※）工事に伴う実施

設計を元請け（共同企業体によるものである場合は、出資比率30％以上のものに限る。）

として履行した実績を有すること 

（a）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造 

（b）５階建て以上 

※改築とは、建築物の全てを除却し、引き続きこれと用途、規模及び構造の著しく

異ならない建築物を建てることをいう。以下同じ。 
D 設計企業と資格審査受付日から起算して過去３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用

関係がある一級建築士である管理技術者（設計業務全体を総括する責任者で、建築基

準法（昭和 25 年法律第 201 号）第６条第１項の建築確認申請書第２号様式における代

表となる設計者、又は同等の責任を有する者をいう。）及び照査技術者（成果物の内容

について技術上の照査を行う者をいう。）を配置できること。なお、管理技術者と照査

技術者を同一の技術者が兼ねることはできない。 

e 意匠、構造、電気及び機械の各分野における主任技術者を配置すること。ただし、

構造分野の主任技術者は一級建築士の資格を有していること。 

f 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 30 条の規定による申請書のうち、同法第
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31 条に定める設計図書の作成の実績を有していること。なお、当該実績は、面積１ha

以上の開発行為に係るものに限る。 
 

（イ）建設企業 

a 建設企業のうち建築一式工事に従事する者 

建設企業のうち建築一式工事に従事する者は、２者又は３者で（f）の要件を満たす

建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）を結成し、構成員のうち少なくと

も１者が次の(a)から(e)の要件を満たし、その他の者は、次の(a)と(b)の要件を満た

していること。 

（a） 建設業法（昭和 24年法律第 100 号、以下同じ。）第３条第１項の規定により、建

築一式工事に係る特定建設業の許可を受けていること。 

（b） 大分県が発注する工事契約に係る競争入札に参加する者に必要な資格及び資格審

査の時期に関する告示（昭和 39 年大分県告示第 481 号、以下同じ。）により、建設

工事競争入札参加資格の建築一式工事に係る認定を受けた者であること。 

（c） 建築一式工事について、建設業法第 27 条の 23の規定による経営事項審査の結果

の総合評定値が、1,050 点以上であること。 

（d） 平成 19 年４月１日以降に工事が完了し引き渡された、次の要件を全て満たす共

同住宅（ワンルームマンションを除く。以下同じ。）の新築又は改築工事を元請け

（共同企業体によるものである場合は、出資比率 30％以上のものに限る。）として

履行した実績を有すること。 

① 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造 

② ５階建て以上 

（e） 建設企業と資格審査受付日から起算して過去３か月以上の直接的かつ恒常的な雇

用関係にあり、次の要件を全て満たす建設業法 26 条第２項の規定による監理技術

者を専任で配置できること。 

① 一級建築施工管理技士若しくは一級建築士の資格を有する者又は建設業法第15

条第２号ハの規定による認定を受けたものであること。 

② 上記(ｄ)を満たす共同住宅の新築又は改築工事の施工管理の実績を有している

こと。なお、当該実績は平成 19 年４月１日以降に工事が完了し引き渡されたも

のに限る。 

③ 建設業法第 27 条の 18 第１項の規定による建設工事業に係る監理技術者資格者

証及び監理技術者講習修了証を有していること。 

④ 本業務の工事着手日において、他の工事に従事していないことが確認できる者

であること。 

（f）共同企業体の結成にあたっては、次の要件を全て満たしていること。 

① 共同企業体の構成員数は２者又は３者であること。 

② 共同企業体の代表者は、出資比率が構成員中最大である者であって単独の企業

であること。 

③ 共同企業体の形態は、共同施工方式（甲型）とし、１構成員当たりの出資比率
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は、構成員数が２者の場合は 30 パーセント以上、３者の場合は 20 パーセント以

上であること。 

b  建設企業のうち電気工事に従事する者（電気工事業を構成企業に含める場合）は、

次の要件を全て満たしていること。 

（a） 建設業法第３条第１項の規定により、電気工事業に係る特定建設業の許可を受

けた者であること。 

（b） 大分県が発注する工事契約に係る競争入札に参加する者に必要な資格及び資格

審査の時期に関する告示により、建設工事競争入札参加資格の電気工事に係る認

定を受けた者であること。 

ｃ 建設企業のうち管工事に従事する者（管工事業を構成企業に含める場合）は、次の

要件を全て満たしていること。 

（a） 建設業法第３条第１項の規定により、管工事業に係る特定建設業の許可を受け

た者であること。 

（b） 大分県が発注する工事契約に係る競争入札に参加する者に必要な資格及び資格

審査の時期に関する告示により、建設工事競争入札参加資格の管工事に係る認定

を受けた者であること。 

d 建設企業のうち解体工事に従事する者（解体工事業を構成企業に含める場合）は、

次の要件を全て満たしていること。 

（a） 建設業法第３条第１項の規定により、解体工事業に係る特定建設業の許可を受

けた者であること。 

（b） 大分県が発注する工事契約に係る競争入札に参加する者に必要な資格及び資格

審査の時期に関する告示により、建設工事競争入札参加資格の解体工事に係る認

定を受けた者であること。 

e 建設企業のうち上記 a から d 以外の建設工事（建設業法第２条第１項に規定する工

事）に従事する者（上記 a から d 以外の建設工事業を構成企業に含める場合）は、次

の要件を全て満たしていること。 

（a） 建設業法第３条第１項の規定により、当該建設工事の種類に応じて必要な特定

建設業の許可を受けた者であること。 

（b） 大分県が発注する工事契約に係る競争入札に参加する者に必要な資格及び資格

審査の時期に関する告示により、建設工事競争入札参加資格の認定を受けている

者であること。 

 
（ウ）工事監理企業 

工事監理企業は、１者で業務を実施する場合は、次の a～d の要件を全て満たすこと。

複数の工事監理企業で業務を分担する場合も、全ての工事監理企業が次の要件を満たす

こと。 

a 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の登

録を受けていること。 

b 大分県が発注する測量等の契約に係る競争入札に参加する者に必要な資格及び資格
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審査の時期等に基づく建築関係コンサルタント業務の入札参加資格の認定を受けてい

る者であること。 

c 平成 19 年４月１日以降に工事が完了し引き渡された、次の要件を全て満たす共同住

宅（ワンルームマンションを除く。以下同じ。）の新築又は改築工事に伴う工事監理の

実績を有すること。 

（a）鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造 

（b）５階建て以上 

d 工事監理企業と資格審査受付日から起算して過去３か月以上の直接的かつ恒常的な

雇用関係がある一級建築士である工事監理者（建築基準法第２条第１項第 11 号の規定

による工事監理者をいう。）を配置できること。 

 
（エ）移転支援企業 

移転支援企業は、次の要件を全て満たすこと。 

a  大分県税（法人事業税及び法人県民税）、消費税及び地方消費税を完納していること。 

b 宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第 176 号）の規定による宅地建物取引業の免許を

有すること。複数の移転支援企業で業務を分割する場合は、全ての移転支援企業が当

該免許を有すること。 

c 提案内容により、業務に関し法令上許認可等が必要とされる場合は、当該許認可等

を受けていること。 

（オ）活用予定地企業 

活用予定地企業は、１者で業務を実施する場合は、次の a 及び b の要件を満たすこと。

複数の活用予定地企業で業務を分担する場合は、全ての活用予定地企業が業務の分担に

応じて当該要件を満たしていること。 

a 大分県税（法人事業税及び法人県民税）、消費税及び地方消費税を完納していること。 

b 提案内容により、業務に関し法令上許認可等が必要とされる場合は、当該許認可等

を受けていること。 

 

（カ）その他企業 

その他企業は、次の要件を満たすこと。 

大分県税（法人事業税及び法人県民税）、消費税及び地方消費税を完納していること。 

 
（３）県の入札参加資格を有しない者の参加 

（２）イにおいて、県の入札参加資格認定が必要である業務にあたる者は、次の入札参加

資格申請の時期までに、県の入札参加資格の申請を行うこと。 

なお、競争入札に参加する者に必要な資格及び資格審査の時期については、令和５年１月

20 日付け大分県報において、競争入札参加者の資格に関する公示を確認すること。 

入札参加資格申請の時期 令和５年２月 21日(火)～３月２日まで 
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（４）参加資格の確認基準日 
参加資格の確認基準日は、資格審査申請書類の受付日とする。 

 
（５）参加資格の喪失 

ア  参加資格の確認基準日の翌日から開札日までの間に、構成企業が入札参加資格を欠く

に至った場合には、原則として当該入札参加者は失格とする。 

ただし、代表企業以外の構成企業が入札参加資格を欠くに至った場合であって、当該

入札参加者が入札参加資格を欠いた構成企業に代わって入札参加資格を有する構成企業

を補充し、県が入札参加資格等を確認の上認めた場合は、この限りでない。 

イ  開札日の翌日から落札者決定日までの間に、構成企業が入札参加資格を欠くに至った

場合には、原則として当該入札参加者は失格とする。ただし、代表企業以外の構成企業

が入札参加資格を欠くに至った場合であって、当該入札参加者が入札参加資格を欠いた

構成企業に代わって入札参加資格を有する構成企業を補充し、県が入札参加資格の確認

及び事業能力を勘案し、契約締結後の事業運営に支障をきたさないと判断した場合は、

当該入札参加者の入札参加資格を引き続き有効なものとして取り扱うことができるもの

とする。 

     なお、この場合の補充する構成企業の参加資格確認基準日は、当初の構成企業が入札

参加資格を欠いた日とする。 

ウ  落札者決定日の翌日から事業契約の締結日までの間に、落札者の構成企業が入札参加

資格要件を欠くに至った場合には、県は仮契約を締結せず、又は仮契約の解除を行うこ

とがある。この場合において、県は落札者に対して一切の費用負担を負わないものとす

る。ただし、代表企業以外の構成企業が入札参加資格を欠くに至った場合であって、当

該入札参加者が入札参加資格を欠いた構成企業に代わって入札参加資格を有する構成企

業を補充し、県が入札参加資格の確認及び事業能力を勘案し、契約締結後の事業運営に

支障をきたさないと判断した場合は、県は当該入札参加者と契約締結できるものとする。 

なお、この場合の補充する構成企業の参加資格確認基準日は、当初の構成企業が入札

参加資格を欠いた日とする。 

 

（６）提出書類の取り扱い 
ア 著作権 

本事業に関する提出書類の著作権は、入札参加者に帰属する。ただし、落札者決定の公

表時及び県が必要と認めるときには、県は提案書の全部又は一部を使用できるものとする。 
また、契約に至らなかった事業提案については、本事業の審査に関する公表以外には使

用しないものとし、提出書類は返却しないものとする。 

イ 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づいて
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保護される第三者の権利の対象となっている工事材料、施工方法、システム、アプリケー

ションソフトウェア等を使用した結果生じた責任は、原則として入札参加者が負う。 

ただし、県が、工事材料、施工方法等で指定した場合で、設計図書等に特許権等の対象

である旨が明示されておらず、入札参加者が特許権等の対象であることを過失なくして知

らなかった場合には、県が費用を負担する。 

 
（７）入札参加に関する留意事項 

ア 入札説明書等の承諾 

入札参加者は、入札書及び提案書等の提出書類の提出をもって、入札説明書等の記載内

容を承諾したものとする。 

イ 費用負担 

入札参加者の応募にかかる費用については、全て入札参加者の負担とする。 

ウ 提出書類の書換え等の禁止 

提出された入札提出書類の変更はできないものとし、また、返却しない。 

エ 使用する言語及び単位、時刻 

入札に関して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年５月 20 日法律第 51 号）

に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。 

オ 競争入札妨害又は談合行為に対する対応 

競争入札妨害又は談合行為の疑い､不正又は不誠実な行為等により入札を公正に執行で

きないと認められるとき､又は競争性を確保し得ないと認められるときは､入札の執行延期､

再入札公告又は入札の取り止め等の対処を図る場合がある。 
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４ 入札手続等 
（１）入札等の日程 

民間事業者の募集、選定及び契約までの手順及びスケジュールは、以下のとおりとする。 

 

（２）入札説明書等に関する事項 
ア 入札説明書等の公表 

入札公告は、大分県報及び県のホームページへの掲載により公表する。 

入札説明書等については、県のホームページへの掲載により公表する。 

県のホームページ https://www.pref.oita.jp/soshiki/18510/ 

 

イ 入札説明書等に関する説明会 

本事業においては、新型コロナウィルスの感染拡大防止の観点から、入札説明書等の説

明会は実施しない。 

 

ウ 入札説明書等に関する質問の受付 

入札説明書等に関する質問・意見の受付は、次の手順により行う。 

（ア）質問の方法 

入札説明書等に関する質問は、「入札説明書等に関する質問書」（様式１）に必要事

項を簡潔に記入の上、当該電子ファイルを電子メールにて送信することとし、窓口、電

話及びＦＡＸでの受付は行わない。電子メールの件名には「入札説明書等に関する質問」

と記載すること。 

なお、電子メール送信後、（ウ）送付先に電話にて、メールの着信を確認すること

（土曜・日曜・祝日を除き、平日午前９時から午後５時まで）。下記に示す受付期間に

未着の場合は質問がなかったものとみなす。 

（イ）受付期間 

令和５年１月 21 日（土）～令和５年２月３日（金）午後５時まで 

（ウ）送付先 

入札公告（入札説明書、要求水準書、落札者決定基準、 
基本協定書(案)、事業契約書（案）の公表） 

令和５年１月 20 日（金） 

入札説明書等に関する質問の受付期間 
令和５年１月 21 日（土） 

～２月３日（金） 

入札説明書等に関する質問の回答の公表 令和５年２月 20 日（月） 

参加表明書、資格審査申請書類受付期限 令和５年３月２日（木） 

資格審査結果の通知 令和５年３月 16 日（木） 

入札及び提案書類の受付期間 
令和５年５月 10 日（水） 

～５月 12日（金） 

開札 令和５年５月 12 日（金） 

落札者の決定及び公表 令和５年６月 23 日（金） 

基本協定の締結 令和５年７月(予定) 
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８ （２）本事業に関する県の担当部署のとおり 

（エ）入札説明書等に関する質問・意見への回答公表 

質問及び質問に対する回答は、県のホームページにて公表する。ただし、質問提出者

の特殊な技術、ノウハウ等に関わり、質問者の権利、競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれがあると考えられるものは公表しない。 

なお、提出された質問・意見に関して、県が必要と判断した場合は、質問提出者に直接

ヒアリング等を行う場合がある。 

回答公表予定日：令和５年２月 20日（月） 

エ 現地確認の取扱い 

入札説明書等の内容を確認するため、現地確認を希望する場合は、現地確認予定日の

前々日までに、電子メールにより、現地確認の希望日時、会社名、住所、代表者所属・氏

名、連絡先（現地確認中の連絡先を含む。）、同行者全員の会社・所属、氏名を本事業窓

口へ連絡すること。なお、複数の申込があり現地確認の希望日時が重複した場合は、県が

調整し電子メールにて連絡する。 

現地確認を希望する旨の電子メール送信後、県へ電話で着信確認を行い、県の了承を受

けてから、現地確認を行うこと。また、代表者は現地確認の終了時に、県に連絡すること。 

現場確認中は、路上駐車など、地域住民及び団地住民の迷惑となる行為は一切行わない

こと。（現地確認中に苦情を受けた場合は、必ず県に報告すること。） 

 
（３）入札参加資格等に関する事項 

ア 参加表明書及び資格審査申請書類の提出 

入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認に関する提出書類を下記のとおり提出す

ること。なお、期限までに提出書類を提出しない者及び入札参加資格を有しないとされた

者は、本入札に参加することは不可とする。 

（ア）提出書類 

様式２－１～２－12 

（イ）受付期間 

令和５年２月 21 日（火）～令和５年３月２日（木）午後５時まで 

（ウ）提出先 

８ （２）本事業に関する県の担当部署 

（エ）提出方法 

（ア）提出書類を持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

電子メールにより提出する場合、電子メールの件名は、「県営明野住宅建替事業 参加

表明書等の提出」とし、電子メール送信後、（ウ）提出先に電話にて、メールの着信を

確認すること（土曜・日曜・祝日を除き、平日午前９時から午後５時まで）。 

（オ）入札参加資格の確認基準日 

令和５年３月２日（木） 
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（県が、提出書類が完備されていることを確認し、受理した日とする。） 

イ 資格審査結果の通知 

資格確認結果は、競争入札参加資格確認申請を行った者に対し、書面により令和５年３

月 16日（木）までに発送する。併せて、提案受付番号を通知する。 

ウ 入札参加資格を有しないとされた場合の扱い 

入札参加資格がないとされた者は、その理由について書面により次のとおり説明を求め

ることができる。 

（ア）提出書類 

様式２－13 

（イ）受付期間 

令和５年３月 17 日（金）～令和５年３月 28日（火） 

（土曜・日曜・祝日を除き、平日午前９時～正午及び午後１時～午後５時まで） 

（ウ）提出先 

８ （２）本事業に関する県の担当部署 

（エ）提出方法 

（ア）提出書類を持参により提出すること 

（土曜・日曜・祝日を除き、平日午前９時～正午及び午後１時～午後５時まで）。 

（オ）回答 

県は、説明を求めた者に対し、令和５年４月７日(金)までに書面により回答する。 

エ 入札の辞退 

入札参加資格の確認通知を受けた入札参加者が入札を辞退する場合は、書類を次のとお

り提出すること。 

（ア）提出書類 

様式２－14 

（イ）受付期限 

令和５年５月 10 日（水）午後５時まで 

（ウ）提出先 

８ （２）本事業に関する県の担当部署のとおり 

（エ）提出方法 

（ア）提出書類を持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

電子メールにより提出する場合、電子メールの件名は、「県営明野住宅建替事業 入

札辞退届の提出」とし、電子メール送信後、（ウ）提出先に電話にて、メールの着信を

確認すること（土曜・日曜・祝日を除き、平日午前９時から午後５時まで）。 

オ 構成企業の変更 

参加表明書等の提出後に、代表企業を除く構成企業の変更をしようとする場合は、代表
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企業は次のとおり提出すること。ただし、変更後の構成企業は入札参加資格を有する企業

であり、県がやむを得ないと認めた場合を除き、原則として認めないものとする。 

（ア）提出書類 

構成企業変更申請書（様式２－15）及び様式２－３～12 のうち該当する書類 

（イ）受付期間 

令和５年３月 17 日（金）～４月 14日（金） 

（土曜・日曜・祝日を除き、平日午前９時～正午及び午後１時～午後５時まで） 

（ウ）提出先 

８ （２）本事業に関する県の担当部署 

（エ）提出方法 

（ア）提出書類を持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

電子メールにより提出する場合、電子メールの件名は、「県営明野住宅建替事業 構

成企業変更・追加申請書の提出」とし、電子メール送信後、（ウ）提出先に電話にて、

メールの着信を確認すること（土曜・日曜・祝日を除き、平日午前９時から午後５時ま

で）。 

（オ）承認結果の通知 

構成企業変更申請に対する承認結果の通知は、代表企業に対して、書面により令和５

年４月 28日（金）までに発送する。 

カ 入札書類の提出 

入札参加資格を有すると認められた入札参加者は、入札に係る書類を次のとおり、提出

すること。なお、詳細は（「提案書作成要領」）を参照すること。 

（ア）提出書類 

・入札価格に関する提出書類（以下「入札書等」という。）（様式３－１～４） 

・提案書に関する提出書類（様式４－１～４） 

・技術提案に関する提出書類（様式５－１～15） 

・設計図書に関する提出書類（様式６－１～16） 

（イ）受付期間 

令和５年５月 10 日（水）～５月 12日（金） 

（午前９時～正午及び午後１時～午後５時まで）（12 日（金）は午前９時～正午まで） 

（ウ）提出先 

８ （２）本事業に関する県の担当部署のとおり 

（エ）提出方法 

（ア）提出書類を持参又は郵送により提出すること。電子メールによる提出は認めな

い。提出書類のうち入札書等は任意の封筒に入れ密封し、表には必ず宛名「大分県 土

木建築部 公営住宅室 住宅整備班」、「入札参加者名」及び「県営明野住宅建替事業

に係る入札書在中」（朱書）と記載すること。なお、郵送による場合は、書留とする

こと。 
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（オ）留意事項 

別添「要求水準書《入居者移転支援業務編》」における移転補償金については、現在の

入居者が全て本移転するものと想定し、次のとおり入札価格に見込むこと。 

・団地外移転 203,000 円 

・団地内移転 199,000 円 

なお、団地外移転とは、異なる県営住宅又は県営住宅以外へ移転することをいう。 

キ 開札 

次のとおり入札書等を開封する。県が設定する予定価格を超えている場合は、失格とな

る。 

（ア）開札日時 

令和５年５月 12 日（金）13 時 30 分 

（イ）開札場所 

大分県庁新館６階 入札室 
開札は、入札参加者又はその代理人の立会いの上行うものとし、入札参加者又はその

代理人が立ち会わないときは、当該入札事務に関係のない県の職員に立ち会わせるもの

とする。 

 

（４）予定価格 
本事業の予定価格は、6,193,012,455 円（消費税及び地方消費税を除く）とする。なお、

予定価格は、事業期間にわたる費用を単純に合計した金額であり、活用予定地事業に係る対

価、事業契約書（案）に規定する金利変動及び物価変動に応じた改定は見込んでいない。 

 
（５）その他留意事項 

ア 入札執行回数 

１回とする。 

イ 入札の中止及び延期 

入札が公正に執行することができないと認められる場合又は災害その他やむを得ない理

由がある場合には、入札の執行の延期又は中止することがある。 

ウ 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は、無効とし、無効の入札を行った者を落札者とした場合

には落札決定を取り消すものとする。 

なお、入札参加資格のあることを確認された者であっても、開札の時において大分県が

発注する建設工事等の契約に係る指名競争入札参加者の資格を有する者に対する指名停止

等措置要領（昭和 60 年３月８日大分県告示第 267 号）に基づく指名停止を受けている者

その他開札の時において、３（２）に掲げる資格のない者は、入札参加資格のない者に該

当する。 
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（ア）競争入札参加申込兼資格確認申請書に記載された代表者以外の者のした入札 

（イ）入札参加資格のない者が行った入札 

（ウ）委任状が提出されていない代理人のした入札 

（エ）同一事項の入札につき他の代理人を兼ね、又は二人以上の代理人をした者の入札 

（オ）所定の入札日時、場所に提出しない者の入札 

（カ）記名押印を欠いた入札 

（キ）入札金額を訂正した入札 

（ク）誤字又は脱字等により意思表示が不明確な入札 

（ケ）明らかに連合によると認められる入札 

（コ）参加表明書その他の一切の提出した書類に虚偽の記載をした者の入札 

（サ）その他入札に関する条件に違反した者の入札 
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５ 落札者の選定 
（１）落札者の選定及び決定 

本入札は、予定価格の範囲内の価格をもって入札した者の提案書を、価格及び価格以外の

要素を総合的に評価して、最も優れた提案を行ったものを落札者として決定する総合評価一

般競争入札方式（地方自治法施行令第 167 条の 10の２）により行う。 

落札候補者の選定は、選定委員会において行うものとし、県は選定委員会が選定した最優

秀提案をもとに、落札者を決定する。なお、選定委員会を構成する学識経験者は住宅地マネ

ジメント・団地再生、子育て支援・高齢者福祉、経済を専門とし、選定委員会の委員につい

ては、事業者選定後に明らかにする予定である。 

事業者の募集及び選定の過程において、県の財政負担額の縮減が見込めない等の理由によ

り本事業をＰＦＩ事業として実施することが適当でないと判断された場合には、特定事業の

選定を取り消すこととし、その旨を速やかに公表する。 

落札者の決定方法に関する詳細は、別添「落札者決定基準」を参照すること。 

 

（２）入札結果の通知及び公表 

入札結果は、落札者決定後、速やかに入札参加者に文書で通知する。電話等による問合せ

には応じない。 

入札結果は、審査結果と併せて県のホームページにおいて公表する。 

 
（３）契約手続き等 

ア 基本協定・事業契約（仮契約）の締結 

落札者決定後、県と落札者は事業契約の締結に先立ち、契約当事者双方の義務について

必要な事項を規定することを主な目的として、すみやかに本事業に関する基本協定を締結

するものとする。基本協定の締結後、事業契約書の確認及び文言の明文化を行い、事業契

約（仮契約）を締結する。 

イ 特別目的会社（SPC）の設立 

（ア） SPC の設立について 

落札者は自らの判断により SPCを設立することができるものとする。SPCを設立する

場合には、県は、落札者と契約内容の明確化のための協議を行い、当該協議の内容に基

づき、SPC と事業契約を締結する。 

なお SPC は、事業契約の仮契約の締結までに設立することを要する。 

（イ） SPC の設立条件 

SPC を設立する場合には、以下の条件に適合するものとする。 
a SPC は県内に設立するものとする。 

b 入札参加者の構成企業による SPC に対する出資比率の合計は、全体の 50％を超える

ものとする。 

c 代表企業（建築一式工事に従事する者）の出資は必須とし、構成企業として参加す

る場合の電気及び管工事に従事する者も出資すること。また、代表企業の出資比率は、



 

22 

出資者のうち最大となることとする。 

d 全ての出資者は、事業契約が終了するまで SPC の株式を保有するものとし、県の事

前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保等の設定その他一切の処分を行っ

てはならない。 

ウ 事業契約の文言明確化、事業契約の締結 

県と落札者は、事業契約書（案）に基づき事業契約に関する協議を行い、令和５年７月

に仮契約を締結することを予定している。なお、仮契約締結までに行う協議では、条文の

意味を明確化するために文言の修正を行うことはあるものの、入札条件の変更を伴う交渉

は行わない。 

また、仮契約は県議会における議決を経て本契約となる。県議会における議決は、令和

５年９月を予定している。 

エ 入札保証金及び契約保証金 

（ア）入札保証金 

大分県契約事務規則（昭和 39年大分県規則第 22号）第 20条第 3 項の規定により免 

除とする。 

（イ）契約保証金 

a  建替住宅整備業務及び入居者移転支援業務 

建替住宅整備費の 100 分の 10 以上及び入居者移転支援費の 100 分の 10 以上を納付

すること。ただし、大分県契約事務規則第５条第３項の規定により、契約保証金の全

部又は一部の納付が免除される場合がある。 

b   活用予定地事業 

 貸付にあっては活用予定地事業に係る賃料の１か年分以上、譲渡にあっては活用予  

定地事業に係る対価の 100 分の 10以上若しくはそれらの合算金額を納付すること。 

オ 契約保証金に代わる担保 

契約保証金の納付は、大分県契約事務規則第５条第２項に掲げる担保の提供をもって代

えることができる。 

カ 保険 

選定事業者は、事業契約書（案）に定める保険に加入すること。その他、リスク対応の

ために必要と考える場合は、選定事業者の提案に基づき加入すること。 

キ 法制上及び税制上の措置に関する事項 

 県は、本事業に関する法制上及び税制上の措置は想定していない。 

ク 財政上及び金融上の支援に関する事項 

県は、本事業に関する財政上及び金融上の措置は想定していない。 



 

23 

ケ その他の支援に関する事項 

（ア） 県は、選定事業者が事業実施に必要な許認可等を取得する場合、可能な範囲で必要

な協力を行うものとする。 

（イ）  法改正等により、その他の支援が適用される可能性がある場合には、県と選定事業

者で協議を行う。  
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６ 提案に関する条件 
本事業の提案に関する条件は次のとおりであり、詳細は要求水準書《建替住宅整備業務、活

用予定地事業編》及び要求水準書《入居者移転支援業務編》に示す。 

 

（１）業務対象敷地及び既存住宅概要 
 

名称 Ａ区画 Ｂ区画 Ｃ区画 Ｄ区画 

住所 
大分市明野西 

２丁目 

大分市明野西 

１丁目 

大分市明野西 

１丁目 

大分市明野北 

２丁目 

敷地面積 9,120.13 ㎡(※) 13,963.04 ㎡(※) 12,093.64 ㎡(※) 5,415.15 ㎡(※) 

既
存
住
宅
概
要 

建設 

年度 
昭和 44 年 昭和 41～42 年 昭和 43 年 昭和 45 年 

構造・

規模 
ＲＣ造５階建：３棟 ＲＣ造４階建：５棟 

ＲＣ造４階建：１棟 

ＲＣ造５階建：４棟 
ＲＣ造５階建：３棟 

管理 

戸数 
120 戸 151 戸 174 戸 120 戸 

都市計画区域 都市計画区域 

区域区分 市街化区域 

用途地域 第１種中高層住居専用地域（建ぺい率：60％／容積率：200％） 

立地適正化計

画 
居住推奨区域 

その他規制 宅地造成規制区域 

日影規制 

冬至日の８～16 時、地盤面から高さ 4.0ｍの測定面において 

（ただし、第１種低層住居専用地域に対する日影に対しては、地盤面から高さ

1.5ｍの測定面において） 

5.0ｍを越え 10.0ｍ以下の範囲：4.0 時間  

10.0ｍを越える範囲：2.5 時間  

その他 

○建築計画に係る関係法令の協議 

建築計画にあたっては、都市計画法、建築基準法及び消防法等の関係法令につ

いて、大分市をはじめとする関係機関と十分に協議すること。 

○建築基準法において特に注意すべき事項 

本団地は建設当初より、建築基準法第 86 条第１項による一団地認定を取得し

ており、本事業の建替住棟や活用予定地の整備に伴い、同法第 86 条第２項に

よる連担建築物設計制度による新たな認定手続きが必要と見込んでいる。 

※敷地面積は、Ａ及びＢ区画については公簿面積、Ｃ及びＤ区画については実測面積であり、公

募及び実測面積ともに法面を含む。 
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（２）建替住宅等の概要 

ア 建替住宅の構成と土地の利用 

建替住宅の構成は以下のとおり、想定する。 

なお、建替住宅は、A区画、B区画、C-1 区画又は D区画若しくは各区画の組み合わせに

おける区画に整備を行うものとする。 

 ※住戸専用面積の算出方法は壁芯で計算するものとし、公営住宅法の床面積の算定方法による

ものとする。なお、バルコニー部分及び廊下に面する PS 及び MB の面積は含まないものとす

る。 

イ 工区区分、棟数等 

建替住棟等の工区分け（各工区で整備する棟数及び戸数の設定を含む。）は、入居者へ

の負担を軽減し円滑な移転に配慮すること等に留意し、事業者からの提案によるものとす

る。 
なお、各工区・各住棟においても、アに示す整備戸数を参考とし、可能な限り多様な世

代間交流が図られる計画とすること。 

ウ 附帯施設等 

附帯施設等は以下の施設を予定しており、要求水準書において明らかにする。 

（ア）駐輪場 

（イ）ごみ置場 

（ウ）児童遊園 

（エ）集会所 

  （オ）駐車場 
 

（３）土地の使用に関する事項 
本事業の対象の土地は県所有の行政財産であり、建替住宅整備業務及び入居者移転支援業

務の実施に必要な範囲において、ＰＦＩ法第 71 条第２項の規定により、選定事業者に無償

で貸し付ける。 

住戸タイプ 住戸専用面積 戸数割合 

1DK タイプ 40 ㎡程度 
22％ 

（20～24％） 

1LDK 又は 2DK タイプ 50～55 ㎡程度 
40％ 

（38～42％） 

2LDK 又は 3DK タイプ 60～70 ㎡程度 
36％ 

（34～38％） 

2DK・2LDK タイプ 

（車いす対応） 
55 ㎡以上 2％程度 

  300 戸 
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また、活用予定地事業の実施にあたっては、県は活用予定地を普通財産に変更し、取得対

価と引き換えに、活用予定地企業に所有権移転を行う。 
 

（４）活用予定地事業の要件 

ア 趣旨 

活用予定地の有効活用、安全・安心な住環境の提供、地域コミュニティの維持・活性化

等を図る観点から、事業者自らの提案による民間収益施設を計画すること。 

イ 提案に係る主な要件 

（ア）立地要件 

活用予定地事業は、D区画における実施を必須とし、A区画、B区画又は C-1 区画若し

くはそれぞれの区画の組み合わせにおける事業実施の提案も可とする。なお、C-2 区画

及び C-3 区画については、県が本事業とは別に利活用を検討するため、当該区画への提

案は認めないこととする。 

また、土地の活用方法として、D 区画は土地の貸付又は譲渡どちらの提案も可とする

が、A 区画、B 区画及び C-1 区画については、土地の譲渡に関する提案は認めないこと

とする。 

（イ）事業条件 

活用予定地事業は選定事業者の独立採算とし、選定事業者は活用予定地事業において

発生すると想定されるリスクをＰＦＩ事業から分離することとし、活用予定地事業に起

因するリスクを自らの責任において負担し、貸付又は譲渡の相手方は構成企業又は SPC

いずれでも可とする。 

また、前項の貸付及び譲渡料については、次のとおりとする。 

貸 付 料 3,860 円／㎡以上（平米単価年額） 

譲 渡 料 398,013,000 円 

（ウ）用途条件 

県は、地域ぐるみで子育てしやすい環境を提供することで“子育て満足度日本一”の

実現を目指している。また、子どもからお年寄りまで、安全・安心な住環境の提供によ

り居住の安定を図り、公営住宅が地域コミュニティの維持・活性化の拠点施設としての

役割を果たすこと目指していることから、これらに配慮した事業とすること。また、風

営法等により許可・届出が必要な施設等、周辺の景観や住環境に影響を与える可能性が

あり、本事業の趣旨、目的に沿わない提案は不可とする。 
 

期待する機能 

・保育所等（子育て支援施設を含む）※ 

・高齢者福祉施設等（サービス付き高齢者向け住宅等の高

齢者住宅、高齢者支援施設、社会福祉施設を含む） 

自由提案機能 
・生活利便施設 

・共同住宅                  等 
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※ 保育所等とは、公営住宅整備事業等補助要領第３第２項による「保育所又は老人福

祉法に定める施設若しくは同法に定める事業の用に供する施設その他の高齢者の生活

支援に資する施設」をいう。  
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７ リスク分担等に関する事項 
（１）県と事業者のリスク分担 

ア 責任分担の考え方 

本事業における責任分担の基本的な考え方は、県と選定事業者が適正にリスクを分担す

ることにより、より低廉で質の高いサービスの提供を目指すものであり、選定事業者が担

当する業務については、選定事業者が責任をもって遂行し、業務に伴い発生するリスクに

ついては、原則として選定事業者が負うものとする。ただし、県が責任を負うべき合理的

な理由がある事項については、県が責任を負うものとする。 

イ 予想されるリスクと責任分担 

県と選定事業者の責任分担は、原則として「リスク分担表（案）」（別紙１）及び「事

業契約書（案）」に記載のとおりである。なお、リスク分担の程度や具体的な内容につい

て事業契約書（案）に示されていない場合は、双方の協議により定めるものとする。 

 
（２）県による事業の実施状況のモニタリング 

ア モニタリングの実施 

県は、選定事業者が事業契約等で規定された業務を確実に遂行し、要求水準書に規定し

た要求水準の達成状況の確認及び選定事業者の財務状況の把握等を目的にモニタリングを

実施する。なお、県のモニタリングは、選定事業者のセルフモニタリングの後に実施する

ものとする。 

イ モニタリングの実施時期等 

モニタリングの実施時期及び内容は、概ね次のとおりとする。ただし、県が別途モニタ

リングが必要と判断した場合は、改めて通知するものとする。 

（ア）総合業務計画書 

選定事業者は、事業の着手時に、業務全体に関する業務概要、業務項目、実施方針、

業務工程、照査計画、実施体制等を記載した総合業務計画書を作成し、県に提出する。 

県は、提出された総合業務計画書が要求水準書等に適合していることを確認するもの

する。 

 

（イ）各業務の実施段階 

２（６）に示す各業務におけるモニタリングの実施時期等の詳細については、事業契

約書（案）において定めるものとする。 

ウ モニタリングの費用の負担 

県が実施するモニタリングに係る費用のうち、県に生じる費用は県の負担とし、その他

の費用は選定事業者の負担とする。 
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エ モニタリング結果への対応 

モニタリングの結果、選定事業者の実施する業務が県の要求水準に達しておらず、また

選定事業者の提案内容を満たしていないことが判明した場合は、県は選定事業者に是正を

通告するものとし、選定事業者は速やかにこれを是正しなければならない。 

選定事業者が県からの是正通告に従わない場合は、業務の未達成の度合いに応じて支払

額の減額等を行う場合がある。 

オ 事業期間中の選定事業者と県のかかわり 

本事業は、選定事業者の責において遂行される。また、県は前項のとおり、事業実施状

況について確認を行う。 

原則として県は代表企業に対して連絡等を行うが、必要に応じて業務担当企業と直接、

連絡調整を行う場合がある。 

カ 事業の終了 

事業期間が終了する以前に、事業の継続が困難となり、事業を終了する場合は、事業契

約書（案）に定める具体的な措置に従うものとする。 
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８ 入札等の実施に関する情報提供及び問い合わせ先 
（１）情報提供の方法 

本事業に関する情報提供は、県のホームページ等にて適宜公表する。 
 
（２）本事業に関する県の担当部署 

大分県土木建築部公営住宅室 住宅整備班 

〒870-8501 大分県大分市大手町３丁目１番１号 

ＴＥＬ 097-506-4675 

ＦＡＸ 097-506-1779 

E-mail a18510＠pref.oita.lg.jp 

ホームページ https://www.pref.oita.jp/soshiki/18510/ 

 
（３）苦情申立て 

本手続きにおける競争入札参加資格の確認その他の手続に関しては、「政府調達に関する

苦情の処理手続き」（平成８年６月 14 日大分県告示第 584 号）により、大分県政府調達苦

情検討委員会（連絡先：大分県会計管理局会計課 電話 097-506-2914）に対して苦情を申

し立てることができる。 
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別紙１ リスク分担表（案） 
本リスク分担表（案）は、各項目に示すリスクの分担についての基本的な考え方を示すもの

である。詳細については、事業契約書（案）で明らかにする。なお、事業契約書（案）と重複

する箇所については事業契約書（案）の規定が優先する。 
○：主分担 △：従分担 

  

リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

県 事業者 

共
通 

募集書類リスク 入札説明書等の誤り及び内容の変更に関するもの ○ － 

応募リスク 応募費用に関するもの － ○ 

資金調達リスク 本事業の実施に必要な資金の確保（事業者負担分） － ○ 

契約リスク 

議会の議決を得られないことによる契約締結の遅延・中止 ※１ ※１ 

上記以外の県の責めに帰すべき事由による契約締結の遅

延・中止 
○ － 

事業者の責めに帰すべき事由による契約締結の遅延・中止 － ○ 

制
度
関
連
リ
ス
ク 

政策変更 

リスク 
本事業に直接影響を及ぼす県の政策の変更に関するもの ○ － 

法令変更 

リスク 

本事業に直接関連する法令の変更、新たな規制立法の成

立 
○ － 

上記以外の法令の変更 － ○ 

税制変更 

リスク 

消費税の範囲及び税率の変更に関するもの ○ － 

事業に直接的影響を及ぼす税制の新設及び変更に関する

もの 
○ － 

上記以外の税制の変更 － ○ 

許認可リスク 

業務の実施に関して事業者が取得するべき許認可の取得

が遅延又は取得できなかった場合 
－ ○ 

県の事由による許認可の遅延に関するもの ○ － 

社
会
リ
ス
ク 

住民対応 

リスク 

本事業自体に関する近隣住民の反対運動、訴訟、要望など

への対応 
○ － 

建替住宅等に関する調査・設計、工事、活用予定地及び入

居者移転支援に関わる近隣住民の反対運動、訴訟、要望、

苦情などへの対応 

－ ○ 

環境リスク 

事業者が行う業務に起因する環境問題（騒音、振動、地盤

沈下、地下水の断絶、大気汚染、水質汚濁、臭気、電波障

害、風害等）に関する対応 

－ ○ 

第三者賠償 

リスク 

事業者の責めに帰すべき事由により第三者に与えた損害の

賠償 
－ ○ 

県の責めに帰すべき事由により第三者に与えた損害の賠償 ○ － 

債務不履行リスク 

事業者の責めに帰すべき事由による事業の中止・延期・遅

延 
－ ○ 

県の責めに帰すべき事由による事業の中止・延期・遅延 ○ － 

不可抗力リスク 

県及び事業者のいずれの責めにも帰すことができず、また

計画段階において想定し得ない自然災害（暴風、豪雨、洪

水、高潮、地震、地滑り、落盤、落雷など）、疫病又は戦争、

暴動その他の人為的な事象による施設の損害によるもの 

○ △ 
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リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

県 事業者 

共
通 

物価変動リスク 物価変動によるコストの変動 
△ 

※２ 

○ 

※２ 

事業終了時手続き 

リスク 

事業場所の施設撤去・原状回復等の施設の移管手続きに伴

う諸費用の発生・増加に伴うリスク 
－ ○ 

設
計
・建
設
・解
体 

発注者責任リスク 

県の指示の不備、変更による契約内容の変更 ○ － 

事業者の指示、判断の不備、変更による契約内容の変更 － ○ 

用
地
リ
ス
ク 

用地確保 

リスク 

事業用地の確保に関するもの ○ － 

事業用地以外で事業に必要な進入路や資材置場等の確保に

関するもの 
－ ○ 

用地瑕疵 

リスク 

県が事前に把握し、公表した文化財調査又は土壌汚染調査

資料により、予見できることに関するもの 
－ ○ 

上記資料により、予見できない文化財、土壌汚染に関するも

の 
○ － 

上記以外の地質障害、地中障害物その他の予見できないこと

に関するもの 
○ － 

測量・調査 

リスク 

県が実施した測量・調査に関するもの ○ － 

事業者が実施した測量、調査に関するもの － ○ 

地中障害物及び埋蔵文化財の発見等により、新たに必要とな

った測量・調査に関するもの（ただし、譲渡後の活用予定地に

関するものを除く） 

○ － 

設計変更リスク 

県の提示条件・指示の不備、要望による設計・施工条件の変

更によるもの 
○ － 

事業者の提案内容、判断の不備若しくは、事業者による開発

の影響によるもの 
－ 

○ 

※３ 

工期変更・遅延 

リスク 

県の責めに帰すべき事由により、契約期日までに工事又は手

続きが完了しない場合に関するもの 
○ － 

事業者の責めに帰すべき事由により、契約期日までに工事又

は手続きが完了しない場合に関するもの 
－ ○ 

工事費増大リスク 

県の責めに帰すべき事由による工事費の増大 ○ － 

事業者の責めに帰すべき事由による工事費の増大 － ○ 

要求性能未達 

リスク 

施設完成後の検査で要求性能に不適合の部分、施工不良部

分が発見された場合に関するもの 
－ ○ 

工事監理リスク 
工事監理の不備により工事内容、工期等に不具合が生じた場

合に関するもの 
－ ○ 

施設損傷リスク 引渡し前に工事目的物等に生じた損傷 － ○ 

施設瑕疵リスク 
施設の瑕疵が発見された場合及び瑕疵により施設の損傷等

が発生した場合 
－ 

○ 

※４ 
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※１ 議会の議決が得られないことにより契約締結が遅延・中止した場合、それまでに要した県

及び選定事業者の費用は、それぞれの負担とする。 
※２ 物価変動に一定程度の下降又は上昇があった場合には、一定調整する。 
※３ 県の提示資料等と現地に相違がある場合には、事業者は、県に相違内容を通知し、必要な

協議を行った上で、原則として現地の状況に応じて施工するものとする。 
※４ 施設の瑕疵及び瑕疵による損害について、事業契約書（案）に定める期間内に明らかにな

ったものついては、事業者の責任と費用負担で補修又は損害の賠償をするものとする。 
※５ 活用予定地の取得対価は、事業者が入札時に提案した取得価格について、活用予定地の取

得時点での路線価等に基づき補正する。詳細は、事業契約書（案）において提示する。 
 

リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

県 事業者 

入
居
者
移
転
支
援 

入居者の要望、苦情 

リスク 

事業者の業務に関するもの － ○ 

上記以外のもの ○ － 

個人情報管理リスク 

事業者の管理する個人情報に関するもの － ○ 

上記以外のもの ○ － 

要求性能未達リスク 
事業者が行う入居者移転支援業務が要求水準に達して

いない場合 
－ ○ 

期間変更リスク 

入居者の事由による業務期間の変更、事業終了の遅延 ○ △ 

県の指示及び県の責めに帰すべき事由による業務期間

の変更、事業終了の遅延 
○ － 

事業者の事由による業務期間の変更、事業終了の遅延 － ○ 

費用増大リスク 

入居者の事由による入居者移転支援業務に要する費用

の増大 
○ － 

県の指示及び県の責めに帰すべき事由による入居者移

転支援業務に要する費用の増大 
○ － 

事業者の事由による入居者移転支援業務に要する費用

の増大 
－ ○ 

活
用
予
定
地
事
業 

価格変動リスク 活用予定地の価格変動に関するもの 
○ 

※５ 

○ 

※５ 

支払遅延・不能リスク 活用予定地の取得費用の支払遅延・不能に関するもの － ○ 

用地瑕疵リスク 
土壌汚染、地中障害物などによる計画変更及び工期延

長、追加費用等 

○ 

※３ 

○ 

※３ 

活用予定地事業 

リスク 
活用予定地事業の提案及び事業実施に関するもの － ○ 


